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I. 総括研究報告書 

厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援総合研究事業） 
令和２年度総括研究報告書 
女性の特有の疾病に対する健診等による介入効果の評価研究 
 
研究代表者：大須賀 穣 東京大学医学部附属病院 女性外科 
研究要旨 

女性を労働力として社会経済活動に組み込む必要性は認められるようになって久しいものの、

その社会的基盤の構築はいまだ不十分である。20～40 代の女性の健康は月経周期に大きく影響

を受けるという事実に立脚した上で、女性の健康を維持することは施策的にも必須のものであ

るが、それに必要な健康面への配慮は大きく立ち遅れており、継続的な研究が必要である。女

性の健康を考えるためには月経周期・妊娠・出産・更年期・閉経という各ステージにおいて特

異的な管理をすることが必要であるので、それを意識した上で女性の健康寿命の延伸を図るこ

とと、女性の社会経済活動を賦活化させるため女性の健康維持を総合的に評価し推進する経済

的視点からみた検討はまだ少ないことを反映し本研究が継続されている。 
本研究班は、健康診断が女性の健康に及ぼすインパクトを評価しその合理性を明らかにする

ことを、医学的のみならず社会学、経済学の視点から女性の健康にアプローチをして、①子宮

内膜症に罹患している女性の疾患に関連することで損なわれる生活の質（QOL）と社会経済学

的な損失を明らかにする。②月経随伴症状（月経困難症、月経前症候群）、更年期症状などのも

たらす QOL 低下につき定量的な解析およびレビューを行う。③健診などの予防医療に対する受

容行動の耐用性とそれに至るまでの心理的分析、④骨粗鬆症、甲状腺機能の健診がもたらしう

る可能性の検討、といった、性差を意識した日本における実行可能な女性の健康を守るための

施策を提案する。という事業をおこない、広範囲における成果を得ている。 
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Ａ.研究目的 
女性の一生はライフステージ、つまり月経

周期が開始する思春期から、性成熟期、周閉

経期、老年期というように年齢に応じた時期

に分類が可能であるが、その時に重要とされ

るのは、各ステージにおける女性ホルモンの

分泌レベルである。女性ホルモン・エストロ

ゲンの分泌レベルの変動により、女性はその

健康状態の維持に大きく影響を受ける。例え

ば 20 代においても、卵巣疾患のため両卵巣

を摘出されると、その女性の内分泌環境は閉

経期以降のステージになることから、それに

応じた臨床的対応を考えなくてはならない

ことになる。しかし、エストロゲンの分泌レ

ベルが時期に応じて決まっているというこ

とは世間一般に十分知られているとは言い

難い。生殖可能年齢女性において問題となる

疾患は、若年から発生するものとして順に月

経困難症（器質性または機能性）、子宮内膜

症、子宮筋腫、子宮腺筋症、不妊症などが挙

げられる。周閉経期ないしそれ以降では、女

性ホルモンの分泌が低下することによりそ

の防御的機能が喪失することから、骨粗鬆症、

高血圧、脂質異常症などが増悪するが、若年

期からエストロゲンレベルが低下しないよ

う対策を講じておかないとこれら退行期疾

患が早期に現れることとなる。この一連の流

れは男性の加齢現象とは大きく異なる。女性

の健康を管理するのであれば、このようなホ

ルモン変動を意識した特別な管理が必要で

あるが、これまでに制度化されてきた各種健

康支援対策において、上記のような女性特有

の健康特性は十分周知されておらず、故に我

が国においても政策に十分反映されていな

かった。 
過去十数年間において女性を取り巻く社

会的環境は大きく変化しており、女性の社会

進出も加速度的に進行しているが、同時に世

界的にもかつてないスピードで少子高齢化

が進む日本において、持続的な経済成長を可

能にするためには、女性の活力と労働力を有

効に社会に取り込むことが必須である。妊

娠・出産に関連した休職も最低限に留め、就

労期である 20〜60 代の働き盛りの女性の就

労を推進することは、必須のことである。一

般的寿命と健康寿命の乖離、特に女性に置い

ては人生のその 1/7が要介護状態であるとい

うショッキングな報告がなされて以降、健康

寿命延伸を加速させ世界に先駆けて生涯現

役社会を確立させること、女性の活躍推進と

いう方針が政策課題としても明確かつ強く

打ち出されたこともあり、女性活躍支援とそ

の推進は喫緊の重要課題となっている。 
平成２０年４月より、内蔵脂肪型肥満に着

目した特定健康診査・特定保健指導の実施が

医療保険者（国民健康保険・被用者保険）に

義務づけられた。特定健康診査・特定保健指

導は 40 歳以上 75 歳未満の被保険者・被扶

養者が対象となる。生活習慣病の予防・早期

発見のためにも積極的な受診が勧奨される

ようになったが、健康日本 21 中間報告書

(平成 19 年 4 月)において、糖尿病 有病者・

予備群の増加、20~60 歳代男性における肥

満者の増加、野菜摂取量の不足、日常生活に

おける歩数の減少など、健康状態及び生活習

慣の改善が認められない、もしくは悪化して

いるといった実態が明らかとなった。女性の

健康を推進する上で女性の健康を把握する

ために何が必要なのかを考えるには、男性の

健診から得られたデータのように、エビデン

スを構築する必要がある。 
本研究班では、女性の健康維持において重

要と考えられる事項をなるべく幅広く収集

するため、多数の班員からなる多様な研究を

展開させ、その上で、各エキスパートの得意

分野に関して本研究班員各自で研究をする

こととした。本研究においては、女性の健康

維持を効率よくもたらすために必要な健診

がどのようなものかということを中心に据

えてエビデンスの構築を始めることとした。 
 
Ｂ.研究方法 
（１）30〜40 代女性の健康に影響を与え

QOL を著しく損ねる産婦人科領域の代表的

疾患である子宮内膜症を対象として、子宮内

膜症の早期発見・管理手法の有効性のエビデ

ンスを整理し、子宮内膜症の早期発見・管理

手法（例えば、経口避妊薬（OC、ピル））の
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費用対効果の検討することで、女性の健康を

守る方策を提案し、日本社会における女性の

健康の社会経済学的なインパクトを探索する

こととした。これらの疾患に関連することで

損なわれる、女性の生活の質と社会経済学的

な損失を検討することで、現在克服すべき課

題を明らかにするとともに、その解決のため

に見直し・推進すべき施策も明らかにする。

また、子宮内膜症には一定頻度で卵巣がんが

併発することが知られており、その治療過程

の費用対効果評価をおこなうこととした。 
（２）月経症状と QOL との関連について、

月経周期が不順であるかどうかによっても効

用値で評価される QOL に影響があることが

先行研究で指摘されている。月経不順と月経

随伴症候群は女性の健康と生活に大きな影響

を与えることが知られているが、QOL への直

接的な影響はまだわかっていない。働く女性

に対するアンケート調査結果に対して QOL
調査を行い、月経随伴症状のうち、どの症状

が QOL 低下に影響を及ぼしているか、月経

周期が不順であるかどうかを制御した上で月

経症状が QOL に影響を及ぼすかどうかにつ

いて分析するための定量的な評価を行った。 
（３）女性特有疾患である乳がん、子宮頸が

んに焦点を当て、がん検診における医療技術

評価の有効性のエビデンス整理として、乳が

ん・子宮頸がんの検診等において QOL（Index
型 QOL尺度 EQ-5D-3L、EQ-5D-5L、SF-6D）

の変化を検証した研究を systematic review
によって抽出し、検診結果も含めたがん検診

前後での QOL の変化を整理することを目的

とした。本邦では生殖年齢の 70～80％が月経

前に何らかの心身の変調を自覚するといわれ

ている。日常生活に著しい支障をきたしてい

る場合は医学的な介入により症状の改善が見

込める可能性があるが、多くが受療していな

いと考えられている（日本医療政策機構）。

また、女性特有の月経随伴症状などによる労

働損失は 4,911 億円と試算されており

（Tanaka E et al., 2013）、月経に伴う症状

に対し適切な受療を進めることは社会経済的

観点からも重要である。 
（４）月経随伴症状の中でも、月経前症候群

PMS および PMS の重症型である月経前不快

気分障害 PMDD に関しては QOL 損失の検討

が不十分であることに着目し、本研究では、

インターネット調査会社が保有する一般国民

パネルから無作為に抽出された 25～44 歳の

働く女性約 3000 名を対象に、米国産婦人科

学会による PMS 診断基準を元にしたスクリ

ーニング検査、QOL（SF-36）および生産性

損失の測定を行うこととし、PMS の疑いのあ

る者に対しては婦人科受診を勧め、6 ヶ月後

に受診状況、治療内容（非薬物療法/薬物療法）、

自覚症状、QOL、生産性損失を調べる追跡調

査を行う。PMS の可能性を知らせた場合の女

性の受診率を算出するとともに、PMS の疑い

例のうち受診群と未受診群で、症状の改善割

合、QOL スコアおよび生産性損失の変化に差

があるか検討することとした。 
（５）更年期女性における更年期症状・月経

異常（PMS 等）・抑うつ症状などの早期発見・

予防に関する効果的な検診項目を明らかにす

ることを目的に 3つの研究を計画し進めてい

る。 
（６）運動器疾患の中でも特に性差が顕著で

ある骨粗鬆症（OP）の予防における OP 検診

の有効性を解明することとした。 
（７）女性特有の疾病に予防における甲状腺

異常を検出するための甲状腺機能（TSH , 
FT4）項目測定の有効性を解明することとし

た。 
以上（１）～（７）のデータを収集し、評

価・分析の上、現在日本において実行可能な

女性の健康を守るための施策を提案すること

を目的としている。なお本研究の社会経済的

検討に資する基盤として、補助的に主に内分

泌関連の基礎的研究を一部行った。 
 
Ｃ.研究結果 
（１）子宮内膜症患者については患者の属性

を尋ねる調査票と電子カルテ上にある病気の

重症度・治療の通院頻度、レセプト上にある

支出などと照らし合わせ疾患と経済的損失、

QOL 状態との相関関係を検討することによ

り、女性の社会経済的活動がどれほど子宮内

膜症によって損なわれているかを検討してい

る。具体的には子宮内膜症治療における経口

避妊薬（OC）・低用量エストロゲン-プロゲス

チン（LEP）治療の費用対効果評価を開始し

た。 
Arakawa (Cost Eff Resour Alloc 2018;16:12. 

doi:10.1186/s12962-018-0097-8）らが報告した「月経

困難症・子宮内膜症に対する適切な医学的な

介入を行うことで費用対効果に優れる」研究

で用いたモデルの改変を試みた。モデルに改
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良おいて特記すべきことは、「月経困難症・子

宮内膜症」の病態変遷に加え、一定頻度で生

じる「卵巣がん」の発生を組み込んだことで

ある。また、モデルに組み込むため、医事会

計システム由来のレセプトデータベース

（JMDC 社：2011～2015 年の 5 年分の健診、

診療情報、レセプト情報など)の医事会計シス

テム（1,048,576 名登録）より「子宮内膜症

関連疾患（ ICD10中分類コード： N80-N98）」
と診断された患者を抽出し、診断病名ごとに

平均費用を集計した。その結果 1387 名のレ

セプトが特定され、平均費用は入院外では 1
日当たり 16,447 円、入院では 1 入院当たり

468,674 円、そして DPC では 1 入院当たり

414,521 円であった。また、別途子宮内膜症

患者の労働生産性に着目し、人的資本法を用

いて治療介入の影響を試算した。日本医療政

策機構の報告書（2016 年）では,労働生産性

に関する質問紙（WPAI： Work Productivity 
and Activity Impairment Questionnaire）を用

いて働く女性の就労状況と就労中の仕事の遂

行状況に関する調査研究が報告されている。

この調査研究の結果を踏まえ著者らは人的資

本法（損失額を直接賃金で置き換える。ただ

し福利厚生費は含まず.）によって、子宮内膜

症が女性の労働生産性に与える影響を、MDQ
（Menstrual Distress Questionnaire）によっ

て、重症度ごとつまり「弱い(軽症)」、「やや
強い(中等症)」、「強い(重症)」、そして「非常

に強い(超重症)」の 4 段階で重症度をランク

付けし推計した結果、働く女性の健康リテラ

シーが向上し、積極的な受診や治療を受ける

ことによって、企業の立場から考えると年平

均 149,000円が実績を伴わない給与の支払抑

制ができると推計された。なお重症度別では

それぞれ,「超重症」の場合は年平均約 52 万
円,「重症」の場合は年平均約 36 万円、そし

て「中等症」の場合は年約 12 万円が抑制で

きると推計された。通院時に支払っている医

療費について、年間の治療費を算定すること

により、総治療費と病気の重症度と対応させ

ることで、経済学的損失を推測する予定であ

る。 
他のプロジェクトとして、卵巣癌における健

康状態の遷移モデルを作成し、費用対効果を

検討し始めたので、現在婦人科腫瘍専門医と

モデルの妥当性を検討しているところである

（資料 1参照）。 
（２）働く女性と健康に関するアンケート調

査は、東京、地方都市などの企業に勤務する

女性を対象として行った。効用値に換算可能

な イ ンデック ス型 QOL 調査票と し て

EQ-5D-3L を、月経不順の有無、月経随伴症

状の詳細とともに調査した。分析は、ホルモ

ン剤の服用がない 6682名のうち、EQ-5D-3L
から効用値を計算できた 6048 名を対象とし

た。その結果、月経が不順である場合、そう

でない場合に比べて効用値は 0.02（95%CI: 
0.009-0.032）高かった。月経周期が不順か否

かによって月経症状の QOL に対する影響が

変わるかどうかについて分析したところ。こ

れら 2つの要素の交差項はいずれの月経症状

についても有意ではなかった。したがって、

月経周期が不順であるかどうかと月経時の症

状はそれぞれ QOL に独立に影響することが

わかった。月経症状で QOL 低下に影響する

因子を影響の大きさ順で 3つ上げると、腹痛

-0.103（95%CI: -0.112－-0.093）、腰痛-0.036
（ 95%CI: -0.045－ -0.026 ）、 不眠 -0.013
（95%CI: -0.022－-0.003）であった。生産性

は WPAI 質問票を用いて評価している。月経

周期に関する体調不良があるときどの程度生

産性が低下するかという設問を、症状がある

日で調整すると、症状が強い日に生産性が低

下することが示された。また月経不順が労働

生産性に与える影響を検討してみたところ、

月経順調群と不順群では、不順群の方が体調

不良時の生産性低下と労働時間全体の中での

生産低下とも大きかった。年齢や職種を調整

しても、働く女性にとって月経に関する体調

不良を通じた生産性の低下は QOL 全体の低

下と大きく関連していること、1.4％の生産性

低下が、1％の効用値減少と関連しているこ

とも明らかとなった。この内容は現在投稿中

で revise中である。また、子宮内膜症と手術

的に診断された女性と関節リウマチに罹患し

ている女性に対するアンケートを先タームで

おこなったが、それのまとめを現在進めてい
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る。重症子宮内膜症が、女性の社会経済活動

にどれだけ悪影響を及ぼしているかを数値化

することは、特に日本人女性でのデータは未

だほぼないことから考え有用である。他疾患

（関節リウマチ）や既存のデータと比較する

ことを目的とした。当院子宮内膜症外来に通

院中で、子宮内膜症の診断が確実な仕事を持

っている女性 194名からインフォームドコン

セントを得て、2018 年 8 月から 2020 年 1 月

までの期間でアンケート調査を行なった。 
患者報告アウトカムとして、背景因子（社会

経済活動状況に関するアンケート）、健康関連

QOL に関する質問票（EQ-5D-5L日本用日本

語版）、仕事の生産性及び活動障害に関する質

問票 v2.2(WPAI:GH)を用いている。患者の平

均年齢は 42.7 歳で、回答した 194 名の患者

全員に子宮内膜症治療歴があり、70.6%に婦

人科手術歴があった。63.5% に妊娠歴がなか

った。子宮内膜症・腺筋症などの影響で、13% 
が働く時間を減らしたり、他の仕事に転職を

し、 2.0 %が仕事を辞めたと回答した。

EQ-5D-5L による、QOL値の平均は 0.874 で

手術歴の有無では有意差なし、WPAI による

生産性の損失としては、 absenteeism が

3.85%、presenteeism が 28.8%、総労働損失

が 29.7 %であった。（資料 2）。 
（３）systematic review は PRISMA声明に則

して実施し、チェックリストを使用し、デー

タベース検索には、‘PubMed’‘医中誌’

‘Medline’‘ProQuest’を用い、2020 年 2
月 29日までに発表されたものを対象とした。

検索式は（QOL OR SF-36 OR SF-6D OR 
EQ-5D）AND (mammography screening OR 
breast cancer screening) AND (smear test 
OR cervical screening OR pap smear test)を
用い、文献を抽出した。その結果、抽出され

た論文は 1600件（PubMed：24件、医中誌：

0 件、Medline：3 件、ProQuest：1573 件）

であり、Title 及び Abstract を精査した結果、

1223 件を除外し残り 377 件の本文を精査し

た結果、3 件（Questionnaire study：2 件、

simulation model study：1件）を該当論文と

した。 1) Korfage IF et al. BJOG. 2012 
Jul;119(8):936-44.doi:10.1111/j.1471-0528.2

012.03344.x, 2) Stout NK et al. J Natl Cancer 
Inst. 2006 Jun 7;98(11):774-82., 3) de Kok 
IMCM et al. Int J Cancer. 2018 Jun 
1;142(11):2383-2393. doi: 10.1002/ijc.31265.。
1 及び 2 の研究では、検診前、検診後、検診

結果後においてQOLは 1）EQ-5D：0.89、0.90、
0.91、2）EQ-5D：0.89、0.90、0.91、SF-6D：

0.84、0.85、0.86）と変化していた。3）にお

いては simulation Study であるが、1990-2000
年、アメリカで実際行われた mammography
の費用に基づき Utility と QALY が算出されて

いる。結果として mammography 自体 QOL
に変化はないが、アメリカでは乳がんスクリ

ーニングを行うことは米国女性の健康に大き

く貢献しているとの結果が示されていた。 
がん検診を受ける需要行動を明らかにする

ため横断研究をデザインし、株式会社ネオマ

ーケティングの持つ全国の一般国民パネルか

ら対策型がん検診グループと任意型がん検診

グループに分け、それぞれのグループ 20-60
代 100 名ずつの合計 1000 名を均等に割り付

けし対策型と任意型で、年代別に各 100名ず

つ、比較対象として男性を 600名リクルート

した。健康関連 QOL（EQ-5D-5L、SF-8）な

ど、FASIT-SP によるスピリチュアル測定、

日本語版 HLC（主観的健康統制感）、ヘルス

リテラシー、患者が健康に対してどのような

信念体型をもっているかということ、受容行

動調査項目、がん検診に対する不安や受検信

念、女性特有の既往、世帯収入の質問を使用

して 2020 年 11 月 24日から 11 月 27日の期

間で調査を実施した。女性特有の疾患既往、

子宮筋腫 12％、自由記載では子宮頸がん、子

宮内膜症、乳がんなどがいた。子宮頸がん受

診、乳がん検診について必要性は認識されて

いる。精密検査を受けなかった理由を問うた

ところ、子宮頸がん、乳がんともに大きな差

はない子宮頸がんは苦痛を伴うという意見が

多かった。検診を受けなかった理由は費用面

の問題を上げる人が多かった。コロナ禍でも

検診をうけるかどうかという質問では、行動

面、意識面において大きな変化がもたらされ

ていることが分かった。受検回数は必要と考

えている人が多く受けており、今回のアンケ

ートでは 20～30 歳代のほうが検診の必要性
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を認識することが多かった。不安や QOL で

は、不安がある人ほど受診しない傾向があっ

た。健康で活力がある人ほど検診の必要性を

認識していた。年齢、受験回数、年収、学歴

などの交絡因子を調整した上で最終報告する

予定である（資料 3参照）。 
（４）2020 年 1 月、株式会社マクロミルの

持つ全国の一般国民パネルから無作為に抽出

された 25歳から 44歳までの働く女性で定期

的な産婦人科通院をしていない者（3000名）

を対象に MDQ による月経症状の評価、SF-36
による QOL 測定、WHO-HPQ による生産性

損失の測定を実施したうえで、ヘルスケアラ

ボ（http://w-health.jp/）掲載の PMS チェック

シートの体験（介入）を行った。65％の回答

者が PMS チェックシートを通じて PMDDや
PMS の可能性を示され受診を勧奨された。

2020 年 9 月に追跡調査を実施したところ、

2487 名（80.5％）が追跡調査に回答した。

PMS 疑いの働く女性においても受診勧奨後

に受診したのは 7%未満であった。症状が重

い女性ほど受診する傾向があったものの、

PMS疑いの受診者では月経中・後の症状が追

跡期間中に有意に改善し、追跡時点の月経後

症状は未受診者より有意に軽かった。月経前

症状も有意差はないものの改善傾向にあった

（資料 4参照）。 
（５）諸外国の健康教育、健診システムの現

状と効果のレビューを行った。結果国内文献

では、RCT 研究は 4件あり、骨粗しょう症予

防や生活習慣改善、うつ軽減の効果を見てい

るものであった。介入内容は、パンフレット

の配布などの教育を行いその効果が報告され

ていた。その他、乳がん健診などの受診行動

の研究や横断研究では更年期症状と生活要因、

経済的損失との関連も報告されていた。海外

文献では、肥満改善のための運動・食事の介

入の効果を検証している RCT もしくはシス

テマティックレビューが行われ、肥満軽減に

は運動と栄養の両方の介入が必要であること

が報告されている。国内外において、ホルモ

ン療法などの薬物投与の効果の検証が多く報

告されていた。 
大阪府の健診データとレセプトデータを活

用し、解析対象者として更年期の年代である

40-50歳代の 14,110人の女性を対象に、朝食

欠食とうつ発症の関連を検討した。対象者の

平均年齢は 47.30歳、抗うつ剤を処方された

のは、441 人(3.13％)、朝食欠食者は 2,312
人(16.39%)であった。抗うつ薬処方ありには、

朝食欠食（HR=1.31, p=0.0273）、睡眠不足

（HR=1.50, p<0.001）で有意な関連が示され

た。③20-50 歳代の就労女性を対象に、月経

困難症や、更年期特有の症状と生活習慣、就

労ストレスに関する横断研究を進めており、

調査票が確定し調査を実施する。COVID-19
により各企業への交渉が遅れたが、6 月頃よ

り各企業への交渉を行う予定である（資料 5
参照）。 
（６）一般住民を対象とした大規模住民コホ

ートにおいて、和歌山県太地町在住の 40 歳
以上の女性を対象として、Dual Energy X-ray 
Absorptiometry (DXA)を使用した腰椎、大腿

骨近位部の骨密度検診を実施した。検診参加

者は 795人（平均年齢 62.8歳（標準偏差 13.1
歳））となった。2020 年 3 月末に検診を終了

し、第 1回調査（ベースライン, 2005-7 年実

施）と 10 年後にあたる第 4回調査（2015-16
実施）の同年代の女性の骨粗鬆症有病率を比

較し、10 年間で差がみられるかを検討した。

骨粗鬆症の診断は WHO の診断基準を用いて

腰椎 L2-4 あるいは大腿骨頸部のいずれかの

骨密度が若年最大骨密度−2.5SD よりも下の

場合を骨粗鬆症とした。ベースライン調査参

加女性は 1,094人（平均年齢 64.7歳）、10 年

後の第 4回調査参加者数は 1,270人（64.9歳）

であり、両群の平均年齢に差はなかった。骨

粗鬆症の有病率は、ベースライン調査時

26.9%、10 年後 24.4%であり、全体として低

下していたが有意ではなかった。しかし各年

代別に比較したところ、70歳以上においては

10 年後のほうが有意に低下していることが

わかった。女性の高齢者の骨粗鬆症は近年に

おいて低下していることがわかった。このよ

うな好ましい変化は将来骨折による要介護移

行が低下する可能性があることを示唆してい

る（資料 6参照）。 
（７）和歌山県山村、漁村における大規模住
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民コホート第 3回調査の女性参加者において、

甲状腺機能項目の測定を実施した。最終的に

測定者数は 1,040人(平均年齢 65.3歳(標準偏
差 12.6歳))となった。TSH高値、FT4 低値の

いずれかを甲状腺機能低下状態、TSH 低地、

FT4高値のいずれかを甲状腺機能亢進状態と

定義した場合、全体の 2.3%が亢進状態、7.2%
が低下状態の範疇にあり、甲状腺機能異常を

有したのは全体の 9.5％であった。要介護発

生リスクとしての甲状腺機能異常を 65 歳以
上の 625例で検討したところ、甲状腺機能亢

進症がオッズ比 4.1 95%CI 1.08-15.9)と関連

を認めた。甲状腺機能低下症はオッズ比 
1.2(95%CI 1.53-2.04)で関連は認めなかった。

これにより地域在住中高年女性における甲状

腺機能の実態と要介護発生リスクとの関連を

把握することが出来た（資料 7参照）。 
 
Ｄ.考察 
今年度はわれわれの取り組みに全体的に大

きな成果がみられた。しかもかなり幅広い分

野で成果が得られた。これまでに検討が不十

分であった子宮内膜症、月経困難症、健診そ

のものの評価、更年期障害、PMS および

PMDD に加え、女性の視点で特化した骨粗鬆

症、甲状腺機能障害などに対し、本研究では

新たな視点をもって検討していることから、

最新かつユニークな知見を得ることができた。  
子宮内膜症は積極的な受診や治療を受ける

ことによって、企業の立場から考えると年平

均 149,000円が実績を伴わない給与の支払抑

制ができると推計され、重症度別ではそれぞ

れ「超重症」の場合は年平均約 52万円、「重

症」の場合は年平均約 36 万円、そして「中

等症」の場合は年約 12 万円が抑制できると

推計されたことから、子宮内膜症の費用対効

果は企業にとっても十分割に合うものである

ことが考えられた。 
月経順調群と不順群では、不順群の方が体調

不良時の生産性低下と労働時間全体の中での

生産低下とも大きかったこと、年齢や職種を

調整しても、働く女性にとって月経に関する

体調不良を通じた生産性の低下は QOL 全体
の低下と大きく関連していること、1.4％の生

産性低下が、1％の効用値減少と関連してい

ることも明らかとなったことは、月経不順に

対するアプローチはこれまでかなり報告が乏

しいが、十分介入の検討対象となりうること

が示唆された。 
PMS に関しては、代表的月経随伴症状であ

りながらも働く女性においても受診勧奨後に

受診したのは 7%未満であったこと、症状が

重い女性ほど受診する傾向があったこと、受

診者では月経中・後の症状が追跡期間中に有

意に改善し、追跡時点の月経後症状は未受診

者より有意に軽かったことは、今後受診勧奨

の方法さえ改善すれば PMS についての大幅

な経済効果の改善が認められる可能性が示唆

されるため、今後、われわれが別動で行って

いる研究にも結果をフィードバックし活かせ

る。 
40-50 歳代女性を対象にした朝食欠食とう

つ発症の関連を検討では、抗うつ剤を処方さ

れた 3.13％において、朝食欠食者は 16.39%
であり、抗うつ薬処方ありには、朝食欠食

（HR=1.31, p=0.0273）、睡眠不足（HR=1.50, 
p<0.001）との有意な関連が示されたことか

ら、女性に頻度の多い、うつの効率的な拾い

上げは労働効率の改善に繋がる可能性が示唆

された。 
和歌山県山村の検討では 70歳以上において

は骨粗鬆症発症率が近年において低下してい

ることがわかった。同じコホートで甲状腺機

能異常を有したのは全体の 9.5％と比較的頻

度が多く、要介護発生リスクとしての甲状腺

機能異常を 65 歳以上で検討したところ、甲

状腺機能亢進症がオッズ比 4.1 95%CI 
1.08-15.9)と関連を認めた一方、甲状腺機能

低下症はオッズ比  1.2(95%CI 1.53-2.04)で
関連は認めなかったことは、甲状腺機能の検

診が要介護リスクの判定に用いられうること

が示された。 
月経関連症状（月経不順、PMS）、月経関

連疾患（子宮内膜症）周期と QOL の関連に

ついては、関連疾患の費用対効果評価等の医

療経済評価を行うための必要なデータとなる。

また、健診そのものの意義を問うた報告は皆

無である中、今回のアンケートでは 20～30
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歳代のほうが検診の必要性を認識することが

多かった、不安や QOL では、不安がある人

ほど受診しない傾向があった、健康で活力が

ある人ほど検診の必要性を認識していたとい

う成果も得ている。Systematic review の実施

結果より、我が国ではがん治療における医療

技術評価は存在するが、スクリーニングその

もの、また、スクリーニング結果（陽性、偽

陽性も含めた）における費用対効果評価はな

されていない現状がある。予防医学の視点か

ら、より多くの女性の健康を向上させるため

には、検診という存在を欠かすことはできな

い。検診受診率の向上を考える上で、質を担

保した医療技術評価は今後ますます需要を増

すであろうと推測され、本研究で QOL の変

化を示すことは非常に重要で有益であると考

えられる。その手法には、従来想定されてい

る女性に多い疾患、という立て付けで十分対

応が可能であると推察される。 
 
Ｅ.結論 

女性の健康を俯瞰的に検討し、具体的に支

援する目的で、女性に多く見られる疾患の、

比較的拾いやすい手法に重きを置いた。今後

も女性に高頻度で認められる疾患全体へと目

を向け、健診、スクリーニングの手法を新た

に開発すること、その効果を検討する研究が

望まれる。 
本研究班は、女性の健康の社会経済学的影

響と健診のもたらす効果を、疾患、健診その

ものの影響に至るまで対象を広げて幅広く検

討し、多岐にわたる成果を得ることができた。

今回得られた結果をさらに詰めることで最終

的には政策への反映が可能であり、施策化さ

れることは真に女性が活躍できる社会の実現

を目指すための第一歩である。 
 
Ｆ. 健康危険情報 
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女性特有の疾病に対する健診等による介入効果の評価研究
ｰ医学的介入の臨床的かつ経済的効果に関するシステマディックレビュー

-子宮内膜症の予防や治療の費用対効果評価
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研究の目的

u子宮内膜症の早期発見・管理手法の有効性のエビデンス整理

u子宮内膜症の早期発見・管理手法の費用対効果の検討

女性の健康を守る方策を提案する。

2
2019 ⼥性の健康資料1



子宮内膜症の経済分析-分析の概要-

メッセージ 月経困難症に対する適切な治療介入は経済的損失を防げる。

医療技術 早期で推奨される治療（OC/LEP・ジェノゲスト等）

比較対照 非治療／他の治療

アウトカム QALY（質調整生存年）

費用対効果 費用効果分析：ICER＜500万円/QALY

分析期間 年サイクルで43年間[12歳児から55歳まで観察]
（割引率：基本年率2.5%）

分析モデル マルコフモデル

分析の立場 保健関連費用支払者：保険組合

3
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医療資源消費等の推計
医事会計システムを⽤いた⽉経関連疾患の実態調査

4
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解析用データの抽出

抽出条件：アルゴリズは右図に⽰す通り。
• 2015〜2019年度の４年分の診療情報、

レセプト情報など
• 「⼦宮内膜症関連疾患（ICD10中分類

コード： N80-N98）及び【傷病名コー
ド】8833259:⽉経困難症」と診断され
た患者

• 年齢：初潮（平均12歳※以上）から閉
経（平均50歳[2015年4⽉時点で]以下）

• さらに、「⼦宮内膜症」で最低3回以上
受診している患者（すなわち、3つ以上、
⼦宮内膜症関連の診療報酬明細が存在
する患者）。なお、3回（３つ）未満で
あっても、「⼦宮内膜症」関連薬剤を1
回でも処⽅されている患者

※10から14歳︓中央値の12歳と設定
＊⽇本産婦⼈科医会 https://www.jaog.or.jp/qa/youth/shisyunnki09/

MDV社の医療情報データ
ベースより

N175,364

MDV社保有の医事会計システムを⽤いた⽉経
関連疾患の実態調査

平均12歳※以上から平均
50歳

N7698

5
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月経関連関連疾患患者の背景

平均 39.8
標準偏差 8.25
平均の標準誤差 0.09
平均の上側95% 39.9
平均の下側95% 39.6
N 7698

年齢分布（観察開始時）

平均 19.5
中央値 14

標準偏差 18.8

平均の標準誤差 0.21
平均の上側95% 20.0

平均の下側95% 19.1

N 7698

受診頻度（4年累積）
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月経関連疾患患者のがん発症に関する生存時間分析

月経関連疾患患者

卵巣がん
関連疾患
未発症*

卵巣がん
関連疾患
発症

*2020年3⽉時点

N2830（中央値：40歳）

N7698
累積罹患率：29.4%
21.4⼈/1000⼈年

中央値時間 下側95% 上側95%

月数 92 85 98

指数関数を用いて、1か月あたりの発生率に
換算すると、0.75％と推定される。
P=-e(-rt)
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平均（歳） 39.2
中央値 40
標準偏差 7.52
平均の標準誤差 0.14
平均の上側95% 39.5
平均の下側95% 39.0
N 2830

平均（月） 6.9
中央値 4
標準偏差 9.95
平均の標準誤差 0.19
平均の上側95% 7.32
平均の下側95% 6.58
N 2830

卵巣がん関連疾患患者の背景
年齢分布（観察開始時） 受診頻度（4年累積）
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卵巣がん関連疾患患者の⽣存時間分析

中央値時間 下側95% 上側95%

月数 118 99 138

•N2830
•累積死亡率：5.2％

卵巣がん関
連疾患の死
亡率.ｐ

マルコフモデルに
インプットする変数
に変換する。

指数関数を用いて、1か月あたり
の死亡率に換算すると、
0.59％と推定される。
P=-e(-rt)
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⼊院費⽤（出来⾼:1,035件）
項⽬ ⽉額

平均 577,587
標準誤差 12,321
中央値 600,302
標準偏差 396,376
平均の上側95% 553,410
平均の下側95% 601,763

外来費⽤（13,499件）
項⽬ ⽉額

平均 32,182
標準誤差 501
中央値 21,540
標準偏差 58,166
平均の上側95% 31,201
平均の下側95% 33,163

卵巣がん関連疾患治療費

仮定する分布系：ガンマ分布
10
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まとめ1

•子宮内膜症関連疾患患者において4
年間でのがんの累積罹患割合は
29.4%、人年法による罹患率は21.4
人/1000人年（N7698）であった。

•子宮内膜症関連疾患費用は外来で
は月額約4万円、入院では月額約62
万円あった。

• 4年間での（子宮内膜症関連疾患患
者が進展した）卵巣がん患者の累
積死亡割合は5.2％（N2830）で
あった。

•卵巣がん関連疾患費用は外来では
月額約3万円、入院では月額約58万
円あった。
※MDV社のデータベースの特徴から実際の統計値より高め
に推計されている可能性が示唆された。

11
2019 ⼥性の健康資料1



労働生産性損失

2019 ⼥性の健康
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試算⽅法の概要

平均年給：約360万円（⾮損失時に得る賃⾦）

通常期の
労働損失

(重症度*に応じて)

⽉経時の
労働損失

(重症度*に応じて)

⼦宮内膜症など⼥性ホルモン起因の疾患を持つ⼥性は⽉経期以外でも労働損失が発⽣
すると仮定（⽇本医療政策機構のH28報告書より）。

通常期の
労働損失

(重症度*に応じて)

⽉経時の
労働損失

(重症度*に応じて)

平均⽇給×⽇数×損失割合** 平均⽇給×⽇数×損失割合**＋ =損失総額

2019 ⼥性の健康
*：MDQを⽤いて重症度（「弱い」〜「極めて強い」の4段階でランク付け）を評価
**：損失割合は重症度に応じて重みづけを⾏った。 13

資料1



試算にあたって⽤いた統計値・分析の条件
⽅法：⼈的資本法（損失額を直接賃⾦で置き換える。福利厚⽣費は含まず。）による
推計

項⽬ 変数 出典
推定⼈数 27,510,000 （参考）労働⼒調査（詳細集計） 2019年（令和元年）10〜12⽉期平均結果：20〜54歳以上の⼥性⽣産性⼈⼝
平均賃⾦ \259,642  平成30年賃⾦⾏動基本統計調査
賞与 \640,104  平成30年賃⾦⾏動基本統計調査
平均給与 \3,755,812 =259,642*12+640,104
平均⽇給 \10,289.90 /⽇ =\3,755,812÷365⽇(営業⽇数ではない。休⽇も損失が発⽣すると仮定)
重症化抑制率 95％ 産科と婦⼈科 2019年 荒川⼀郎

分析の条件
分析の⽴場：企業の⽴場
時間地平：１年

2019 ⼥性の健康

疾病なしの場合でも労働損失が
発⽣するため、差分を取って疾
病に起因する労働損失のみ考慮
した。

通常期、⽉経期（⽉1回と仮定）ともに、労
働損失が発⽣しているため、年間の⽇数から、
通常期の損失及び⽉経期の損失を計算し、合
算した。 14資料1



⽇本医療政策機構が使⽤している質問紙
WPAI

Work Productivity and Activity 
Impairment Questionnaire

仕事の⽣産性及び活動障害に関して、5
問の質問で労働損失を評価する質問票

MDQ
Menstrual Distress Questionnaire
修正版MDQ質問票は、代表的な⽉経随伴症状35
項⽬に関し1-5の5段階（スコアが⾼いほど症状
が重い）で判定し、スコアを単純合計して症状
の程度を評価する。合計点をそのまま算出した
うえで、Tanakaらの研究で提案されている分位
点ベースの重症度（下記の通り）

• 90パーセンタイル以上：極めて強い（Very Strong）
• 75パーセンタイル以上：強い（Strong）
• 50パーセンタイル以上：やや強い（Slightly 

strong）
• それ以下：弱い（moderate or lower））

分類を実施した。

2019 ⼥性の健康
15資料1



試算結果（MDQによる重症度別）
年約52万円の労働損失を抑制

(⼥性⼀⼈当たり)
年約36万円の労働損失を抑制

(⼥性⼀⼈当たり)

年約16万円の労働損失を抑制
(⼥性⼀⼈当たり)

年約38万円の労働損失を抑制
(⼥性⼀⼈当たり)

MDQ:「極めて強い」

MDQ:「やや強い」

MDQ:「強い」

MDQ:「極めて強い〜や
や強い」

2019 ⼥性の健康*働く女性の健康リテラシーが向上し、積極的な受診、治療を受けることによって 16資料1



まとめ2

• 健康リテラシーの低い状態で過ごした場合の⼥性の平均労働損失（休暇及び
⾮⽣産的な労働）は

• 「⾮常に強い」⼥性では年平均54万円
• 「強い」⼥性では年平均36万円
• 「やや強い」⼥性では年平均18万円
• 「極めて〜やや強い」を平準化した場合年平均38万円

であると試算された。

• 健康リテラシーが向上し、積極的な受診、治療を受けることによって、⼥性
の平均労働損失は

• 「⾮常に強い」⼥性では年平均2.7万円
• 「強い」⼥性では年平均1.9万円
• 「やや強い」⼥性では年平均0.8万円
• 「極めて〜やや強い」を平準化した場合年平均2万円

までに減少すると試算された。

• 健康リテラシーを向上させ、⼥性ホルモン関連疾患を早期に治療につなげ、
強いては労働損失を抑制することで⼥性の労働環境も改善するのではないか。

※疾患に関する医療費は、現⾏の医療保険制度のもとで、企業はほぼ定額に保険
料を健保組合に収めているために、経済的観点からは影響が少ない。

2019 ⼥性の健康
17資料1



⽉経に関する体調不良と⽣産性
月経周期に関する体調不良があるとき
どの程度生産性が低下するか（％）

症状がある日で調整

労働時間全体の中で月経周期に関する体
調不良による生産性低下の割合（％）

平均 34.0％
標準偏差 27.2

平均 5.2％
標準偏差 9.2

症状の⽇数が⼤きくばらつくため、労働時間全体の中
での⽣産性の低下率はかなり個⼈差が⼤きい

生産性は WPAI: work productivity and activity impairment 質問票を使用資料2



【⼦宮内膜症⼥性の検討・⽅法】
当院⼦宮内膜症外来に通院中で、⼦宮内膜症の診断が確実な仕事を
持っている⼥性194名からインフォームドコンセントを得て、2018
年8⽉から2020年1⽉までの期間でアンケート調査を⾏なった。

＜PRO(Pa,ent reported outcome)：患者報告アウトカム＞
1. 社会経済活動状況に関するアンケート
2. 健康関連QOLに関する質問票（EQ-5D-5L⽇本⽤⽇本語版）
3. 仕事の⽣産性及び活動障害に関する質問票v2.2(WPAI:GH)
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1. 社会経済活動状況に関するアンケート
•年齢・⽉経歴・妊娠出産歴
•勤務形態（フルタイム・パート・⾃営など）
•疾患により勤務形態を変更した場合、
以前の勤務形態

など

オリジナルのアンケートフォーム →

資料2



⽇本語版 EQ-5D-5L data QOL値
今回調査（重症⼦宮内膜症） 0.874

⼀般⼈⼝ 30歳−39歳 ⼥性*1 0.937

⼦宮頚癌 *2 0.916

既存の⼦宮内膜症患者data  *2 0.903

関節リウマチ *3 0.701

脳卒中・脳⾎管障害*4 0.52
*1  Shirokawa T et al  Qual Life Res (2016) 25:707–719 
*2  「働く女性の健康増進調査」 日本医療政策機構(HGPI) 2016
*3  「女性の健康調査」 2018 リウマチ友の会
*4 医療経済・QOL研究センターデータバンク

【考察】QOL値の既存data・他疾患との⽐較

資料2



presenteeism（就業中の
効率低下に伴う労動損失）

今回調査 28.8%

過敏性腸症候群*1 15%

糖尿病による低⾎糖*1 21.3%

重症気管⽀喘息*1 28%

重症慢性腰痛 *1 42.9%

*1   「プレゼンティーイズム―これまでの研究と今後の課題―
」 https://www.jstage.jst.go.jp/article/ohpfrev/33/1/33_25/_pdf

【考察】Presenteeismの他疾患との⽐較
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【結論】
•既存の⼦宮内膜症や他疾患のdataと⽐較して、重症⼦宮内膜症
患者におけるQOL値は低い。

•重症⼦宮内膜症患者のプレゼンティーイズムは⾼く、仕事の⽣
産性に⼤きく影響を及ぼしていることが⽰唆された。
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本研究の⽬的
⼥性のがん検診を受ける需要⾏動を明らかにするため、

背景因⼦の関連性を分析する

2020/12/8

⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業
⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

0

がん検診の需要⾏動

乳
が
ん

⼦
宮
頸
が
ん

状態不安・抑うつ尺度

ヘルスリテラシー

⽣活習慣

がん検診結果

健康関連QOL

Spirituality

がん検診への感じ⽅

がん検診への⾏動意識

⽇本語版HLC（主観的健康統制感）
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対象者︓がん検診受検者約1000名

⽅法
▶横断研究デザイン

2020/12/8

⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業
⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

1

がん検診（対策型）
⼥性 20-60歳代（10歳刻み）
※⼦宮頸がん・乳がん検診を受検

がん検診（任意型）
⼥性 20-60歳代（10歳刻み）
⼦宮頸がん・乳がん検診を受検

▶調査内容
・健康関連QOL
➡EQ-5D-5L・SF-8・FACIT-SP

・検査への不安
➡HADS

・ヘルスリテラシー
➡CCHL（伝達的・批判的ヘルスリテラシー尺度）

・病気や健康の原因に関する信念
➡⽇本版HLC（主観的健康統制感）
・需要⾏動・意識
➡国⺠⽣活基礎調査

「健診や⼈間ドックを受けなかった理由」の項⽬を使⽤

対策型がん検診：
国が公共的な予防対策として行うがん検診で、住民健診や職場の職員といった集団から、

がんの可能性のある人を見つけ出すことを目的としたがん検診のこと。
居住地区から通知をもらって受診する住民検診や職場から通知を受け取って受診する職域健診などが該当する。

任意型がん検診(人間ドック型)：
検診を受けた個人にがんの可能性があるかどうかを確認することを目的とした検診で、いわゆる人間ドックが
該当する。特徴として、個人の希望する時期に、個人が希望する検査方法で健診を受けることが可能。資料3



実際の調査
調査会社︓
株式会社ネオマーケティング
調査⽅法︓
調査会社保有パネルに対し
インターネットを介した調査
調査期間︓
2020.11.24-2020.11.27

2020/12/8

⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業
⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

2

20代
100名

30代
100名

40代
100名

50代
100名

60代
100名

配信数
110672

回答数
15477

本調査対象者
3276

有効数
3137

対策型がん検診グループ︓500名

20代
100名

30代
100名

40代
100名

50代
100名

60代
100名

任意型がん検診グループ︓500名

⽐較対象
男性600名

（300名ずつ）
※今回の解析︔
⼥性のみ

資料3



結果

2020/12/8

⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業
⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

3

はい
12%

いいえ
88%

既往︓⼦宮筋腫

がん検診種類

（特定健診問診）⼥性特有疾患の既往

はい
4%

いいえ
96%

既往︓卵巣嚢腫

はい
5%

いいえ
95%

既往︓乳腺症 （⾃由記載では）
⼦宮頸がん・⼦宮がん・⼦宮内膜症

乳がん・胞状奇胎
⽉経不順・STD（カンジダ膣炎等）

多嚢胞性卵巣症候群
など

対策型がん
検診
54%

任意型がん
検診
46%

⼦宮頸がん

対策型がん
検診
50%

任意型がん
検診
50%

乳がん

平均年齢
44.8歳
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結果︓⼦宮頸がん検診
⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業

⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

⼦宮頸がん検診

異常あり
12%

異常なし
88%

⼦宮頸がん検診結果

受けた
85%

受けていない
15%

精密検査を受けたか

⼦宮頸
がん
27%

⼦宮頸がん
でない
73%

⼦宮頸がんの診断

治療を
した
92%

無治療
8%

治療の有無

9 23

128

475

365

0

100

200

300

400

500

0-20％ 21-40％ 41-60％ 61-80％ 81-100％

⼈
数

必要性

⼦宮頸がん検診の必要性（ｎ=1000）
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結果︓乳がん検診
⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業

⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

乳がん検診

異常あり
15%

異常なし
85%

乳がん検診結果

受けた
85%

受けていない
15%

精密検査を受けたか

治療をした
100%

無治療
0%

治療の有無

10 21

115

467

387

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450
500

0-20％ 21-40％ 41-60％ 61-80％ 81-100％

⼈
数

必要性

乳がん検診の必要性（ｎ=1000）

乳がん
30%

乳がんでない
70%

乳がんの診断
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結果︓精密検査を受けなかった理由
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⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業
⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

6

精密検査を受けなかった理由（複数回答）
⼦宮頸がん(n=16)・乳がん(n=18)の⽐較

6
5

2
3

1 1 1 1 1
0 0

2 2
3 3

0
1

3

1 1 1
0

1
2

1
0

0

2

4

6

8

⼼配
な時
にい
つで
…

時間
が取
れな
かっ
…

⾯倒
だか
ら

費⽤
が掛
かる
から

毎年
受け
る必
要性
…

その
時、
医療
機関
…

健康
状態
に⾃
信が
…

結果
が不
安な
た…

検査
等に
不安
があ
…

精密
検査
を知
らな
…

場所
が遠
いか
ら

医療
機関
の感
染症
…

検査
に苦
痛が
ある
…

精密検査を受けなかった理由（複数回答）

⼦宮頸がん検診・乳がん検診⽐較

⼦宮頸がん 乳がん
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結果︓がん検診を受けなかった理由（参考）
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⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業
⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

7

がん検診を受けなかった理由（複数回答）
対策型がん検診（n=19）と任意型がん検診の⽐較(n=21)

5

2
3

5
6

2
1 1

2 2

0

3

6

3 3

9

4

1
2

1
2

1
0

1

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

⼼配
な時
にい
つで
も医
療機
…

時間
が取
れな
かっ
たか
ら

⾯倒
だか
ら

費⽤
が掛
かる
から

毎年
受け
る必
要性
を感
じて
…

その
時、
医療
機関
に⼊
通院
…

健康
状態
に⾃
信が
あり
、必
…

結果
が不
安な
ため
、受
けた
…

検査
等に
不安
があ
るか
ら

精密
検査
を知
らな
かっ
たか
ら

場所
が遠
いか
ら

医療
機関
の感
染症
が不
安だ
…

がん検診を受けなかった理由（複数回答）

対策型がん検診 任意型がん検診
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結果︓コロナ禍の影響
⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業

⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

コロナ禍の影響

0

200

400

600

800

すぐ受けにたい 時期を⾒合わせたい 受けない

がん検診を受けに⾏く（コロナ禍直後）

新型コロナウイルスにより、
・がん検診を受けに⾏くという⾏動⾯
・がん検診の必要性という意識⾯

両⾯に変化をもたらしていることが分かった

12 22
108

456
402

10 30
139

461
360

0

200

400

600

0-20％ 21-40％ 41-60％ 61-80％ 81-100％

⼈
数

必要度（％）

がん検診必要性（コロナ禍前後での⽐較）

コロナ禍前 コロナ禍後
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結果（必要度の違いによる）
⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業

⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

既往歴 習慣
がん検診の必要性

必要度高い（N=402） 必要度低い（N=598） P-value

高血圧 N(%) あり 30（7.46） 39（6.52） 0.5649

なし 372（92.54） 559（93.48）

糖尿病 N(%) あり 8（1.99） 12（2.01） 0.9853

なし 394（98.01） 586（97.99）

高脂血症 N(%) あり 38（9.45） 33（5.52） 0.5085

なし 364（90.55） 565（94.48）

脳卒中 N(%) あり 3（0.75） 7（1.17） <.0001

なし 399（99.25） 591（98.83）

心臓病 N(%) あり 15（3.73） 9（1.51） 0.0241

なし 387（96.27） 589（98.49）

腎臓病 N(%) あり 4（1.00） 4（0.67） 0.5703

なし 398（99.0） 594（99.33）

子宮筋腫 N(%) あり 50（12.44） 74（12.37） 0.9763

なし 352（87.56） 524（87.63）

卵巣嚢腫 N(%) あり 18（4.48） 25（4.18） 0.8204

なし 384（95.52） 573（95.82）

乳腺症 N(%) あり 22（5.47） 25（4.18） 0.3439

なし 380（94.53） 573（95.82）

がん検診の必要性

必要度高い（N=402） 必要度低い（N=598） P-value
喫煙 N(%) あり 46（11.44） 64（10.70） 0.7137

なし 356（88.56） 534（89.30）

体重増加 N(%) あり 69（17.16） 122（20.40） 0.2017

（10年前） なし 333（82.84） 476（79.60）

運動習慣 N(%) あり 76（18.91） 117（19.57） 0.7955
（汗をかく） なし 326（81.09） 481（80.43）

運動習慣 N(%) あり 149（37.06） 181（30.27） 0.025
（歩行等） なし 253（62.94） 417（69.73）

歩行速度 N(%) 速い 173（43.03） 220（36.79） 0.0474

遅い 229（56.97） 378（63.21）

体重増減 N(%) あり 154（38.31） 200（33.44） 0.1148
（1年以内） なし 248（61.69） 398（66.56）

遅い夕食 N(%) あり 77（19.15） 127（21.24） 0.4228
なし 325（80.85） 471（78.76）

夜食習慣 N(%) あり 100（24.88） 163（27.26） 0.4016

なし 302（75.12） 435（72.74）

朝食欠食 N(%) あり 84（20.90） 130（21.74） 0.7498
なし 318（79.10） 468（78.26）

熟睡感 N(%) あり 217（53.98） 329（55.02） 0.7468
なし 185（46.02） 269（44.98）

飲酒 N(%) あり 204（50.75） 268（44.82） 0.0655

なし 198（49.25） 330（55.18）資料3



結果（必要度の違いによる）
⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業

⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

受検回数 不安・QOL等

年齢・仕事

がん検診の必要性
必要度高い（N=266） 必要度低い（N=340） P-value

対策型がん検診 N(%) 4回以上 139（52.26） 139（40.88） 0.0053
受検回数 4回未満 127（47.74） 201（59.12）

がん検診の必要性
必要度高い（N=213） 必要度低い（N=349） P-value

任意型がん検診 N(%) 4回以上 122（57.28） 155（44.41） 0.0031
受検回数 4回未満 91（42.72） 194（55.59）

がん検診の必要性
必要度高い（N=402） 必要度低い（N=598） P-value

年齢 N(%) 20-30歳代 265（65.92） 335（56.02） 0.0017
40-60歳代 137（34.08） 263（43.98）

仕事 N(%) あり 163（40.55） 216（36.12）
なし 239（59.45） 382（63.88） 0.1571

がん検診の必要性
必要度高い（N=402） 必要度低い（N=598）
点数 S.D. 点数 S.D. P-value

不安（HAD） 15.1915 7.3107 16.1455 7.0683 0.0393

SF-8
身体機能（PF） 50.1497 6.4955 49.842 5.9921 0.4417

日常役割機能（PR） 50.2422 6.7863 49.5337 7.0526 0.1141
身体の痛み（BP） 48.4742 8.9693 48.5338 8.6685 0.9163
全体的健康観（GH） 51.3532 7.747 50.7855 7.2969 0.2396
活力（VT） 51.0744 6.2853 49.9513 6.304 0.0058

社会生活機能（SF） 49.7111 7.3815 47.9074 8.1961 0.0003
日常役割機能（PR） 49.6266 7.1381 49.1413 6.9961 0.2863
身体的サマリースコア 49.401 6.6975 48.8594 6.4981 0.2022
精神的サマリースコア 48.4992 6.9765 47.876 7.3653 0.1806

EQ-5D-5L 0.8649 0.1383 0.8575 0.1478 0.4214

CCHL 19.0746 3.9749 17.9197 3.5345 <.0001

Facit Spiritual 25.1095 10.2238 22.6187 9.5692 <.0001

HLS
自分自身（HLS-I） 23.4975 4.2239 21.8813 4.0571 <.0001
家族（HLS-F） 12.7338 3.3746 11.8629 2.9792 <.0001
専門職（HLS-PR） 21.4701 4.2964 19.9749 3.8699 <.0001
偶然（HLS-C） 19.4627 4.9937 19.3712 4.2947 0.7574
超自然（HLS-S） 14.7637 6.1154 14.8478 5.72 0.8245資料3



まとめ（途中経過）
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⼥性の健康の包括的⽀援政策研究事業
⼥性特有の疾病に対する健診等による介⼊効果の評価研究

11

解析途中であるが…
がん検診の必要度へ影響に与える要因として

・既往歴︓脳卒中や⼼臓疾患
・⽣活習慣︓歩⾏速度の速さや運動習慣の⽣活習慣
・がん検診の受検回数
・年齢
・状態不安や⽣活不安
・全体的な健康観や社会⽣活機能
・QOLのSpiritual側⾯
・健康に対する信念（⾃分⾃⾝・家族・専⾨職）

年齢・受検回数等
交絡因⼦を調整したうえで最終報告

年収と学歴
追加し、関連性をみます
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• 対象： インターネット調査会社が保有する一般国民パネルか
ら無作為に抽出された25～44歳の働く女性で2020年1月現在

産婦人科に通院していない者

• PMSチェックシートの体験前（2020年1月）と体験後（9月）の比較

– 受診状況（産婦人科受診有無・治療内容）・OTC使用状況

– MDQ（月経随伴症状）/ PMDD評価尺度（月経前症状）

– QOL（SF-36）

– 生産性損失（WHO-HPQによるPresenteeismとAbsenteeism）

方法

資料4



追跡期間中の受診状況

PMDDPMSなし
受診あり 受診なし

1874 215 83

3.4% 6.9% 6.7%24 1087

PMS
不明 追跡不可 2

• 2487名（80.5%）が追跡調査に回答

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

資料4



受診効果の検討（月経前MDQスコア）
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受診効果の検討（月経中MDQスコア）
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受診効果の検討（月経後MDQスコア）
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月経前MDQスコア（混合効果モデル）
Coef. P 95%CI

受診者
PMSなし・T1 2.57 0.33 -2.59 7.72
PMSなし・T2 7.61 <0.001 2.45 12.77
PMSあり・T1 2.42 0.59 -6.33 11.17
PMSあり・T2 -2.87 0.52 -11.62 5.88

T2
PMSなし・受診なし 0.65 0.16 -0.26 1.56
PMSなし・受診あり 5.70 0.01 1.62 9.77
PMSあり・受診なし 1.72 0.14 -0.56 3.99
PMSあり・受診あり -3.57 0.30 -10.28 3.14

PMSあり
T1・受診なし 31.76 <0.001 28.72 34.79
T2・受診なし 32.82 <0.001 29.79 35.85
T1・受診あり 31.61 <0.001 21.92 41.30
T2・受診あり 22.34 <0.001 12.65 32.03

所得階級 -0.15 0.40 -0.50 0.20
年齢階級 -0.36 0.42 -1.22 0.51
12歳以下の子供あり -3.68 <0.001 -5.68 -1.69
大卒 -2.25 0.02 -4.14 -0.36 6資料4



月経中MDQスコア（混合効果モデル）
Coef. P 95%CI

受診者
PMSなし・T1 2.63 0.33 -2.67 7.93
PMSなし・T2 6.23 0.02 0.93 11.53
PMSあり・T1 2.79 0.54 -6.20 11.78
PMSあり・T2 -4.29 0.35 -13.29 4.70

T2
PMSなし・受診なし 1.92 <0.001 0.97 2.87
PMSなし・受診あり 5.51 0.01 1.27 9.76
PMSあり・受診なし -0.59 0.62 -2.96 1.77
PMSあり・受診あり -7.68 0.03 -14.67 -0.69

PMSあり
T1・受診なし 34.30 <0.001 31.18 37.41
T2・受診なし 31.78 <0.001 28.67 34.90
T1・受診あり 34.45 <0.001 24.49 44.42
T2・受診あり 21.26 <0.001 11.30 31.22

所得階級 -0.02 0.89 -0.38 0.33
年齢階級 -0.76 0.09 -1.65 0.12
12歳以下の子供あり -3.89 <0.001 -5.93 -1.85
大卒 -1.75 0.08 -3.68 0.19 7資料4



月経後MDQスコア（混合効果モデル）
Coef. P 95%CI

受診者
PMSなし・T1 0.19 0.94 -4.50 4.89
PMSなし・T2 3.07 0.20 -1.62 7.76
PMSあり・T1 1.41 0.73 -6.55 9.37
PMSあり・T2 -8.24 0.04 -16.20 -0.28

T2
PMSなし・受診なし 0.85 0.08 -0.09 1.79
PMSなし・受診あり 3.72 0.08 -0.48 7.92
PMSあり・受診なし 0.47 0.69 -1.87 2.82
PMSあり・受診あり -9.18 0.01 -16.10 -2.26

PMSあり
T1・受診なし 22.77 <0.001 20.01 25.52
T2・受診なし 22.39 <0.001 19.63 25.14
T1・受診あり 23.98 <0.001 15.16 32.80
T2・受診あり 11.08 0.01 2.26 19.90

所得階級 -0.17 0.27 -0.48 0.14
年齢階級 0.43 0.27 -0.33 1.19
12歳以下の子供あり -2.20 0.01 -3.96 -0.44
大卒 -2.26 0.01 -3.94 -0.59 8資料4
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追跡調査回答者2487名中821名（33%）が
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進捗まとめ

10

• PMS疑いの働く女性において受診勧奨後に受診したの
は7%未満であった

• 症状が重い女性で受診する傾向にあった
• PMS疑いの受診者では
– 月経中・後の症状が追跡期間中に有意に改善した
– 追跡時点の月経後症状は未受診者より有意に軽かった
– 月経前症状も有意差はないものの改善傾向にあった

• 2020年1月から9月の期間に3割が離職しており、生産
性の評価は難しい可能性がある

• 来年度は生産性、QOLスコア、MDQ下位尺度について
治療内容別の分析も加えて実施する

資料4



女性の健康の包括的支援政策研究事業
「女性特有の疾病に対する健診等による介入効果の評価研究」

更年期女性の特有の疾患
（更年期症状・月経異常（PMS等）・抑うつ症状・肥満・高血圧）の
早期発見・予防に関する効果的な検診項目を

明らかにする （進捗状況）

•大阪大学大学院医学系研究科
助産学・リプロダクティブヘルス研究室

•松崎政代

資料5



①⽂献検討 ②⼤阪府data か
ら特有疾患・

教育・システム明確化

諸外国の健康教育、健診シス
テムの現状と効果

更年期⼥性の特有の疾病・不定愁訴
＝更年期症状・⽉経異常（PMS等）・抑うつ症状・肥満・⾼⾎圧

健康教育・健診システム
の現状・効果検証

病院
ネットワーク

自宅

連携

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

健診・教育で40-50歳代⼥性が健康に関⼼をもち
疾病・症状を早期発⾒し予防へ

課題・⽬的

職場

③就労中の更年期⼥性調査で特有の疾患・症
状の明確化・ヘルスリテラシー等の調査

・健診システムの構築
・表⾯的妥当性等で実施可能性を検証

⽅法

対象

40-50前後 キーワード
早期発⾒と予防
セルフケア

エンパワーメント
ヘルスプロモーション
ヘルスリテラシー

資料5



女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

相談事項
研究① まとめる方向性；心理的介入に焦点をあてまとめる。
研究② 解析の方向性：更年期でなく、全年齢で解析をして、男女での差、年齢別

での差を検討し、更年期女性に焦点を当てる必要性を述べる。

結果の解釈

研究③ 滞ていますが、進めます。。

NEW

資料5



①⽂献検討と②⼤阪府
data から特有疾患・
教育・システム明確化

諸外国の健康教育、健診シス
テムの現状と効果

更年期⼥性の特有の疾病・不定愁訴
＝更年期症状・⽉経異常（PMS等）・抑うつ症状・肥満・⾼⾎圧

健康教育・健診システム
の現状・効果検証

③就労中の更年期⼥性調査で特有の疾患・症
状の明確化・ヘルスリテラシー等の程度を調査

・健診システムの構築
・表⾯的妥当性等で実施可能性を検証

⽅法 キーワード
早期発⾒と予防
セルフケア

エンパワーメント
ヘルスプロモーション
ヘルスリテラシー

①更年期⼥性の⼼理的教育介⼊の更年期症状への効果︓レビュー（卒論⽣）
リスト作成済 冬までに論⽂作成→投稿

②更年期⼥性の朝⾷⽋⾷とうつ病との関連︓健診データ2次解析（卒論⽣）
承認 データ解析中→1-3⽉執筆 英語論⽂で投稿予定

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

資料5



①更年期⼥性を対象とした⼼理的介⼊の更年期症状への効果︓レビュー（卒論⽣）
リスト作成済 論⽂作成中→投稿（⺟性衛⽣学会）

更年期症状や特有疾患への効果のシステマティックレビューは︖
介⼊︓運動と影響介⼊・⼼理的教育介⼊・ホルモン補充療法
アウトカム︓体組成、肥満、脂質代謝マーカー、更年期症状のホットフラッシュ
→⼼理的教育介⼊の更年期症状や⾏動変容の効果については、副作⽤がない、医療費が
かからない点で注⽬を集めているが、2014年以降のレビューは存在しない。

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

⽬的 研究対象 介⼊とコントロール内容 メインアウトカム 結論

10 2014
Velez Toral, 
Mercedes 
他

Psychosocial interventions in 
perimenopausal and postmenopausal 
women: a systematic review of 
randomised and non-randomised trials 
and non-controlled studies. [Review]

精神的教育と健康
教育の介⼊に対す
る⼼理的効果

33件の⽂献、3件の関連レビュー
(1987~2013年)閉経前後の⼥性

精神的教育と健康教育
⼼理的効果（ネガティ
ブな考え、⾏動変容な
ど）

ほとんど調査されておらず、⾼品質の研究が将来必要。、
しかし、私たちは⼥性に焦点を当てた機関とポリシー（た
とえば、ヘルスケアセンター、公的組織、⼥性団体）に、
包括的なヘルスケアパラダイムの中で閉経前後の⼥性に⼼
理社会的介⼊を提供することを奨励する。

17 2008
Tremblay, 
Anouk 他

Psychoeducational interventions to 
alleviate hot flashes: a systematic 
review. [Review] [36 refs]

⼼理的介⼊による
ホットフラッシュ
の緩和効果を明ら
かにする

14の研究で475⼈の患者MEDLINE, 
CINAHL, PsycInfo, the Cochrane 
Library, と参照リスト
(1980/1~2006/12)

教育、カウンセリング、
認知⾏動戦略、マインド
フルネスに基づく⼼理教
育的介⼊

ホットフラッシュ

リラクゼーションを含む⼼理教育的介⼊は、更年期の⼥性
と乳がん⽣存者のホットフラッシュを緩和するようであ
る。特に数件の研究しかない乳癌集団では、さらに多くの
研究が必要である。

15 2010
Ayers, 
Beverley 他

The impact of attitudes towards the 
menopause on women's symptom 
experience: a systematic review. 
[Review] [64 refs]

閉経への態度（気
持ち）と症状の経
験の関連をレ
ビューする

13の研究（１件の前向き縦断研究、
12件の横断研究）（Medline, 
PubMed databases)

介⼊無し
閉経期に対する態度と
症状体験の関係

閉経に対してより否定的な態度を持つ⼥性は、⼀般的に閉
経期の移⾏中により多くの症状を⽰す。

14 2011
Carpenter, 
Janet S 他

A systematic review of menopausal 
symptom management decision aid trials. 
[Review]

更年期症状管理の
ためのナチュラル
ヘルス製品使⽤の
意思決定⽀援

18件の論⽂(ナチュラルヘルス製品
の意思決定⽀援（1 UCT、1 RCT）,
ホルモン療法意思決定⽀援（1 
UCT、12 RCT）に焦点を当てた15
件の試験)PubMed

（1）ナチュラルヘルス製
品の意思決定⽀援（2）ホ
ルモン療法の意思決定⽀
援

意思決定に⽀援が（パ
ンフレットで説明な
ど）がどのくらい役⽴
つか？

更年期症状管理の決定⽀援に関連する現代⽂学は⽐較的乏
しい。⽅法論的に適切な追加の研究が必要である。

精神的
な教育
介⼊・
精神的
な影響

NEW
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女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

検索結果（N=108） 

タイトルと要約に基づいて文献を

スクリーニング（N=98） 

除外 重複（N=10） 

 

  

 

  

  

 

  

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 分析対象の論文抽出のプロセス 

除外（Ｎ＝80） 
・プロトコール 3 
・特定の疾患を持つ対象に限定されてい

る(がん患者、直腸・肛門がん患者、手

術後、乳がん患者、筋繊維症の症状、

BRCA 突然変異キャリア、子宮内膜が

ん症状) 18 
・心理的介入以外(運動や食事、薬剤)によ

る介入である 37 
・アウトカムが心理的なものでない 12 
・対象が更年期女性でない 1 
・脱落が多く結果が導かれていない 1 
・RCT でない 4 
日本語または英語でない 4 

採用論文（N=18） 
・認知行動療法(N=6) 
・アロマセラピー(N=4) 
・健康教育(N=5) 
・その他(マインドフルネス・園芸療

法)(N=3) 

文献検索 (検索日：2020.5.30) 
医中誌(4)、MEDLINE(69), CINAHAL Plus(10), The Cochrane Central Register of 
Controlled Trials (2) , Web of Science(23) 
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女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

介入（論文件数） 内容 アウトカム 前後比較

認知行動療法（6） 睡眠指導、リラクゼーション
法、認知の再構成など

睡眠関連（質や時間） 介入前後で有意差あり

アロマセラピー（4） ラベンダーなどの吸引 気分、不安、活気、血中ホルモン 介入前後で有意差あり（2編は群間で有
意差あり）

健康教育（5） 更年期症状や生活の仕方 更年期症状尺度、自己効力感 介入前後で有意差あり。（2編で群間に
有意差有、1編有意差なし）

表6 指導教育の内容

著者(出版年）
対象 (月経状況、採用基準、
その他) 評価指標

介入群と対照群
(n,内容,方法)

評価（回数,
時期）

主要な結果

Rathnayake,
Nirmala20) 他

(2019)

・スリランカのゴール地区
居住、小学5年生以上の教

育歴、閉経後2~7年の身体

的、精神的に健康な女性

<更年期症状>
・ MRS1)

<健康意識>
・HLPL-Ⅱ2)

<その他>
・AAIs3)

・CVDRI4)

・身体機能5)

＜介入群＞
健康教育 n=37
・内容：事前に内容(健康な食生活、

運動、精神的援助)が記載された資料

を配布、その後グループセッション
・方法：1時間(40分教育、20分まと

め、フィードバック)/回を8週間

＜比較群＞

通常の生活 n=35

介入前・直
後、介入終了

6カ月後

<介入直後(SD)>
・HLPL-Ⅱ2):介入群:132.05(8.98)p<0.001
         　　　  比較群:100.62(8.71) p<0.01
・MRS1):介入群:9.40(6.89)p<0.001
      　　 比較群:15.45(8.13) p<0.001
<介入終了6カ月後(SD)>
・HLPL-Ⅱ2):介入群:159.83(3.89)p<0.001
         　　   比較群:101.42(8.80) p<0.01
・MRS1):介入群:6.72(6.55)p<0.001
              比較群:24.28(7.25) p<0.001
・AAIs3)、身体機能: p<0.001
・CVDRI4)（収縮期/拡張期血圧、空腹時血糖):
         p <0.05
介入群では有意に改善,対照群では有意差なし。

Moshki M21) 他
(2018)

・47-55歳のイラン北東に住

む女性

<精神状況>
・Shere's general self-
efficacy scale6)

・Ryff's Psychological
Well-Being Scale7)

<健康意識>
・the PRECEDE-
PROCEED model8)

＜介入群＞健康教育  n=40
・内容：更年期の兆候や症状、更年
期にとるべき行動の話し合い、幸せ
で前向きな社会との関係を構築する
ための方法を指導
・方法：120分/回を4週間連続のセッ

ション,グループベースの教育のプロ
グラム
＜比較群＞通常生活  n=40

2・
介入前、介入
の3カ月後

<介入3カ月後> 介入群 vs 対照群

・the PRECEDE-PROCEED model8):
       知識: 58.12 > 45.60; p=0.2
       素因: 58.02 > 52.07; p<0.001
       実現要因: 16.08 > 13.20; p<0.001
       補強要因: 8.25 < 9.09; p<0.013
・Shere's general self-efficacy scale6)
　  自己効力感: 67.17 > 9.09; p<0.001
・Ryff's Psychological Well-Being Scale7)
　  自己受容感:65.08 > 56.55; p<0.001
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女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

表6 指導教育の内容

著者(出版年）
対象 (月経状況、採用基準、
その他) 評価指標

介入群と対照群
(n,内容,方法)

評価（回数,
時期）

主要な結果(各評価時期の2群比較）

Rathnayake,
Nirmala20) 他

(2019)

・スリランカのゴール地区
居住、小学5年生以上の教

育歴、閉経後2~7年の身体

的、精神的に健康な女性

<更年期症状>
・ MRS1)

<健康意識>
・HLPL-Ⅱ2)

<その他>
・AAIs3)

・CVDRI4)

・身体機能5)

＜介入群＞
健康教育 n=37
・内容：事前に内容(健康な食生活、

運動、精神的援助)が記載された資料

を配布、その後グループセッション
・方法：1時間(40分教育、20分まと

め、フィードバック)/回を8週間

＜比較群＞

通常の生活 n=35

介入前・直
後、介入終了

6カ月後

<介入直後(SD)>
・HLPL-Ⅱ2):介入群:132.05(8.98)p<0.001
         　　　  比較群:100.62(8.71) p<0.01
・MRS1):介入群:9.40(6.89)p<0.001
      　　 比較群:15.45(8.13) p<0.001
<介入終了6カ月後(SD)>
・HLPL-Ⅱ2):介入群:159.83(3.89)p<0.001
         　　   比較群:101.42(8.80) p<0.01
・MRS1):介入群:6.72(6.55)p<0.001
              比較群:24.28(7.25) p<0.001
・AAIs3)、身体機能: p<0.001
・CVDRI4)（収縮期/拡張期血圧、空腹時血糖):
         p <0.05
介入群では有意に改善,対照群では有意差なし。

Moshki M21) 他
(2018)

・47-55歳のイラン北東に住

む女性

<精神状況>
・Shere's general self-
efficacy scale6)

・Ryff's Psychological
Well-Being Scale7)

<健康意識>
・the PRECEDE-
PROCEED model8)

＜介入群＞健康教育  n=40
・内容：更年期の兆候や症状、更年
期にとるべき行動の話し合い、幸せ
で前向きな社会との関係を構築する
ための方法を指導
・方法：120分/回を4週間連続のセッ

ション,グループベースの教育のプロ
グラム
＜比較群＞通常生活  n=40

2・
介入前、介入
の3カ月後

<介入3カ月後> 介入群 vs 対照群

・the PRECEDE-PROCEED model8):
       知識: 58.12 > 45.60; p=0.2
       素因: 58.02 > 52.07; p<0.001
       実現要因: 16.08 > 13.20; p<0.001
       補強要因: 8.25 < 9.09; p<0.013
・Shere's general self-efficacy scale6)
　  自己効力感: 67.17 > 9.09; p<0.001
・Ryff's Psychological Well-Being Scale7)
　  自己受容感:65.08 > 56.55; p<0.001

Ensan, Anahita22)

他(2018)

・45-55歳の更年期女性(1、
閉経後1-5年経過している。

2、初等教育を受けてい

る。3、ホルモン療法を受

けていない。4、薬物治療

を受けていない。5、精神

の病気でない。6、中毒で

ない。7、連絡がとれる。

8、マッシュハッドに在住)

<健康意識>
・a menopause
knowledge/atitude
questonnaire9)

・HPLPⅡ10)

＜介入群＞
健康教育　n未記載

・内容：選択理論による教育
・方法：90分/回　のセッション、　1～2
回/週を7回

＜比較群＞

通常ケア　n未記載

介入前・直
後、介入の1

カ月後

<介入直後>
・健康促進生活行動:
　　　　介入群:159.6±22.4 p<0.001
<介入終了1カ月後>
・健康促進生活行動:
　　　　介入群:166.0±18.9 p<0.001
　　　　比較群:150.7±24.6 p<0.369
　　　　介入群
全ライフスタイル行動の平均スコア（P <0.03）
　　　　健康意識（P = 0.005）
　　　　栄養(P=0.021)
　　　　身体活動(P=0.013)
　　　　ストレスマネジメント(P=0.001)
　　　　対人関係(P<0.001)
　　　　精神面の成長(P=0.001)

Ensan, Anahita22)

他(2018)

・45-55歳の更年期女性(1、
閉経後1-5年経過している。
2、初等教育を受けてい
る。3、ホルモン療法を受
けていない。4、薬物治療
を受けていない。5、精神
の病気でない。6、中毒で
ない。7、連絡がとれる。
8、マッシュハッドに在住)

<健康意識>
・a menopause
knowledge/atitude
questonnaire9)

・HPLPⅡ10)

＜介入群＞
健康教育　n未記載
・内容：選択理論による教育
・方法：90分/回　のセッション、　1～2
回/週を7回

＜比較群＞

通常ケア　n未記載

介入前・直
後、介入の1
カ月後

<介入直後>
・健康促進生活行動:
　　　　介入群:159.6±22.4 p<0.001
<介入終了1カ月後>
・健康促進生活行動:
　　　　介入群:166.0±18.9 p<0.001
　　　　比較群:150.7±24.6 p<0.369
　　　　介入群
全ライフスタイル行動の平均スコア（P <0.03）
　　　　健康意識（P = 0.005）
　　　　栄養(P=0.021)
　　　　身体活動(P=0.013)
　　　　ストレスマネジメント(P=0.001)
　　　　対人関係(P<0.001)
　　　　精神面の成長(P=0.001)

Fujimoto,
Kaoru23)(2017)

・40-60歳の日本人で婦人科
か総合健診を受診している
・簡略更年期指数(SMI)が26

点以上
・zung うつ病自己評価尺度

が60点未満
・ホルモン補充、療法食事、
運動療法を受けていない

更年期症状

・SMI11)

精神状態

・SE12)

QOL
SF-3613)

その他

・VAS14)

＜介入群＞健康教育  n=30
・内容：健康な行動に関するリーフ
レットの配布と学習、コーチングにより
3カ月後のゴールと健康行動の決定、そ
の後電話でのコーチング指導
・方法：リーフレット配布、１回/
月、40分/回、3カ月間、電話でコー
チング
＜比較群＞リーフレット配布  n=30
・内容：同様のリーフレット配布と
健康と健康行動の確認
・方法：リーフレット配布、5分/回
電話

介入前・直
後、介入終了

3カ月後

<介入直後> 介入群 vs 対照群
・SE12): 75.40 > 70.83; p=0.033

<介入終了3カ月後> 介入群 vs 対照群
・SE12): 75.38 > 70.61; p=0.11

・　3ヶ月後効果なし

・その他有意差なし

Rindner L24) 他
(2017)

・45-55歳の女性でスウェー
デン語を理解できる

<更年期症状>
・MRS15)

<精神状態>
・MADRS16)

介入群 n=64
・内容：120分の教育セッションが2
回
・1回目のセッション(更年期の定
義、月経周期、ホルモン変化、エス
トロゲン欠乏による症状、健康増進
のセルフケアなど)
・2回目のセッション(更年期におけ
る心血管病のリスク要因、抑うつ症
状、精神面の不調、ストレス、睡
眠、性の健康など)
比較群 n=67・通常の生活

介入前・介入
の4カ月後

<介入後>
・MRS15):身体症状　p=0.30
      　　精神症状　p=0.73
      　　泌尿生殖器　p =0.84
      　　合計点数　p=0.30
・MADRS16):p=1.0
グループ間の差には統計的有意差は見られなかっ
た。
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女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

介入（論文件数） 内容 アウトカム 前後比較

認知行動療法（6） 睡眠指導、リラクゼーション法、認知の
再構成など

睡眠関連（質や時間） 介入前後で有意差あり

アロマセラピー（4） ラベンダーなどの吸引 気分、不安、活気、血中ホルモ
ン

介入前後で有意差あり（2編は
群間で有意差あり）

健康教育（3） 更年期症状や生活の仕方 更年期症状尺度、自己効力感 介入前後で有意差あり。（2編
で群間に有意差有、1編有意差
なし）

・前後⽐較では有意な結果が多く出ている。
・群間では効果にばらつきあり（有意な差があったり、なかったり）
・何らかの介⼊をしっかり継続的にすると更年期症状やメンタルには差がありそう。。

現在結果の表の整理と論⽂作成中
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①⽂献検討と②⼤阪府
data から特有疾患・
教育・システム明確化

諸外国の健康教育、健診シス
テムの現状と効果

更年期⼥性の特有の疾病・不定愁訴
＝更年期症状・⽉経異常（PMS等）・抑うつ症状・肥満・⾼⾎圧

健康教育・健診システム
の現状・効果検証

③就労中の更年期⼥性調査で特有の疾患・症
状の明確化・ヘルスリテラシー等の程度を調査

・健診システムの構築
・表⾯的妥当性等で実施可能性を検証

⽅法 キーワード
早期発⾒と予防
セルフケア

エンパワーメント
ヘルスプロモーション
ヘルスリテラシー

①更年期⼥性の⼼理的教育介⼊の更年期症状への効果︓レビュー（卒論⽣）
リスト作成済 冬までに論⽂作成→投稿

②更年期⼥性の朝⾷⽋⾷とうつ病との関連︓健診データ2次解析（卒論⽣）
承認 データ解析中→1-3⽉執筆 英語論⽂で投稿予定

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」
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②更年期⼥性の朝⾷⽋⾷とうつ病との関連︓健診データ2次解析（卒論⽣）
データ解析中

P:国⺠保健加⼊者(2012年1⽉〜2013年12⽉)で特定健診を受診した
⼀般住⺠※⼈(40~52歳)

E:朝⾷⽋⾷がある⼈(抗うつ薬や睡眠薬を内服していない⼈)
C:朝⾷⽋⾷がない⼈
O:2017年12⽉までの抑うつ症状で受診

(抗うつ薬Ex.SSRI,SNRI,NaSSA)を処⽅
S:後ろ向きコホート研究
S:⽣存分析

背景
〇朝食欠食と栄養素摂取量の関連 （更年期対象の研究はない）
・対象:⼥⼦学⽣(朝⾷⽋⾷率24.1%)
結果:カルシウムやビタミンE・B1・B2・B6、⾷物繊維、タンパク質、炭⽔化物、

脂質の不⾜(松坂、2013)鉄とカルシウムの摂取量不⾜(松坂、2011)

・対象:20歳以上60歳未満の11778名(男4438名・⼥7340名) (坂⽥、2001)
結果:朝⾷⽋⾷→エネルギー・カルシウム摂取量↓、⼥性→鉄やビタミンD摂取量↓

・対象:韓国⼈⾼齢者4742名
結果:朝⾷⽋⾷は抑うつ及び⾃殺念慮と関連(Kwak Yeunhee、2018)

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」
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②更年期⼥性の朝⾷⽋⾷とうつ病との関連︓健診データ2次解析（卒論⽣）
データ解析中 → 男⼥では⼥性有意差あり、更年期が最も差があり。

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」
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②更年期⼥性の朝⾷⽋⾷とうつ病との関連︓健診データ2次解析（卒論⽣）
データ解析中 → 男⼥では⼥性有意差あり、更年期が最も差があり。

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」
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→比例ハザードモデルで多変量解析へ
・アウトカム：抗うつ剤処方（内服）
・共変量：年齢、睡眠、運動、BMI、貧血；別で解析か検討中
・従属変数：朝食欠食

まとめ

更年期女性で朝食欠食がある場合、ない人に比べて抗うつ薬処方までの時間が早まる。

検診で朝食欠食がある場合は、うつに関連するその他の要因、睡眠なども含め生活リズ
ムなども注意深く聴取し継続的支援をする。
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①⽂献検討と②⼤阪府
data から特有疾患・
教育・システム明確化

諸外国の健康教育、健診シス
テムの現状と効果

更年期⼥性の特有の疾病・不定愁訴
＝更年期症状・⽉経異常（PMS等）・抑うつ症状・肥満・⾼⾎圧

健康教育・健診システム
の現状・効果検証

③就労中の更年期⼥性調査で特有の疾患・症
状の明確化・ヘルスリテラシー等の程度を調査

・健診システムの構築
・表⾯的妥当性等で実施可能性を検証

⽅法 キーワード
早期発⾒と予防
セルフケア

エンパワーメント
ヘルスプロモーション
ヘルスリテラシー

③⼥性特有の疾患や症状に関連する要因の検討 （横断研究）
・倫理委員会承認済
・フィールド交渉中 阪⼤関連の企業に依頼予定（関連部局には了解を得た）

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」
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⽅法

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

①⼥性特有の疾患や症状（⽉経不順・更年期障害など）の頻度を明らかにする。
②⼥性特有の⼥性の特有な疾患や症状に関連する要因と対処について明らかにする
③疾患や症状にどのくらいの費⽤を⽀払っているかを明らかにする。

企業に勤める⼥性を対象に質問紙調査から上記を明らかにする。

デザイン：観察的横断研究
調査場所：企業（サンプルの収集状況で調査場所を増やすことを検討する）
調査方法：紙媒体・webを使用した質問紙調査を実施
リクルート方法：企業のweb、張り紙で研究のお知らせをし、対象者を募る。また、産業保
健師によるメール配信、声掛けにより募集する。
サンプル：300人,選択基準：企業に勤める20－50歳代の女性

除外基準: 日本語が話せない・書くことができない
分析：20－30歳と40-50歳代で、層化し、対象者の属性と背景、疾患や症状の頻度や程度
を明らかにするために記述統計を実施し、2群出の比較のために、t検定、χ2乗検定を行う。
年代ごとにアウトカムと独立変数の関連を単回帰、t検定で解析をする。2変量解析で有意
であった変数を独立変数として、アウトカムを従属変数に多重回帰分析を実施し、アウトカ
ムに関連のある要因を明らかにする。
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更年期特有の症状や疾患に関連する要因の検討
（20-39歳 vs  40歳以上, 40歳以上 で検討）

20-50歳代の
就労女性

更年期特有な
疾患等

属性 就労環境 自己効力感 リテラシー 自己投資

年齢
学歴
婚姻
家族
現病
内服

生活習
慣

就労状況

職種

就労形態
夜勤有無
残業時間
勤務時間

認知
労働価値

職業性
ストレス

ワークエン
ゲージメント

WHO-
HPQ

SOC 性成熟期
女性リテ
ラシ-

健康関連
費用

更年期症状 身体症状

クッパー
マン尺度

うつ：CES-D
尿失禁；ICIQ-
SF

認識 検査データ

血圧

脂質代謝

①頻度・程度を明らかにする

③更年期症状・身体症状に関連する要因を明らかにする。

②自己投資額を明らかにする

実態調査

関連の強さ

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

質問紙

資料5



今後

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

対象︓産学連携・クロスイノベーションイニシアティブ参画企業への依頼
（ディレクターの澤先⽣からは了解を得た（6/29））

１．XII事務局より、包括連携機関（28社）に松崎先⽣からの調査協⼒の依頼
について協⼒依頼の紹介を⾏う。
＊松﨑先⽣にご準備いただく資料（下記のII）を添付する。

２. 調査協⼒が可能な機関については、XII事務局にその旨を所定期⽇までに連絡
３．XII事務局から松﨑先⽣に調査可能な機関名および担当者の⼀覧を送付
４．松﨑先⽣が直接各企業に調査協⼒を依頼
５．各企業で⼥性社員にアンケートの実施を案内
６．松﨑先⽣の⽅でアンケート調査を集計
７．協⼒企業にアンケート調査のフィードバック

NEW

資料5



今後

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

記Ⅱ．松﨑先⽣にご準備いただく資料
-------------------------------------------------------------------------------
-----
１．調査協⼒の依頼状
＊科研費研究課題の研究概要及び調査⽬的・調査⽅法・調査対象が明記された
機関宛の調査協⼒依頼⽂書

２．調査内容（各社に協⼒いただくアンケート調査⽤紙）
＊各社で調査に協⼒するかどうかを検討するにあたっては、どのような調査内容
であるかがわからないと判断できないと思いますので、できましたら、アンケート
調査そのものをご提⽰いただいた⽅が良いかと存じます。

３．アンケート調査に回答した各社⼥性社員の個⼈情報の取り扱い
＊上記１にこの項⽬を記載していただいてもかまいません。

-------------------------------------------------------------------------------
---------
依頼⽅法︓電通と相談中（社会実装を明確にして交渉とのこと）

紙媒体かweb（費⽤）か悩み中
調査項⽬が多いのでどのくらい削るか悩み中

謝礼︓⽅法（ギフト券︖または無）

NEW

資料5



実施内容 目標
（研究項目）

担当
者

2019 2020.1～
３

10～12月 1～3月

諸外国の健
康教育、健
診システムの
現状と効果
のレビュー

・更年期特有の疾患
の同定
・教育・健診システム
の明確化

松崎政
代
（助産、
看護）

健康教育・
健診システム
の現状・効
果

健診データー解析
（TOKI)

更年期⼥性調査
・特有疾患の頻度
・ヘルスリテラシーの程
度など（電通）

システム構築 実施
可能性検証

松崎政
代
（助産、
看護）

測定ツール選定・プレテスト

倫理申請

健診・教育で40-50歳代の⼥性が健康に関⼼をもち疾病を早期発⾒・予防へ
ロードマップ（2020年度）

女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

フィールド調査

2021.1～2022.12
資料5



女性の健康の包括的支援政策研究事業
「更年期女性の特有の疾患の早期発見・予防に効果的な検診項目の解明」

相談事項
研究① まとめる⽅向性︔⼼理的介⼊に焦点をあてまとめる。
研究② 解析の⽅向性︓更年期でなく、全年齢で解析をして、男⼥での差、

年齢別での差を検討し、更年期⼥性に焦点を当てる必要性を述べる。

結果からの提案︓検診でも、企業でも朝⾷⽋⾷に注意するように勧める

研究③ 滞ていますが、進めます。
・ 社会実装や企業への利点を整理（12⽉）
・ 質問紙の整理→倫理修正
・ web質問紙作成(業者にお願いしてよいですか︖︖）(12-1⽉）
・ 企業への交渉（2⽉〜）
・ 質問紙回収〆切（5⽉）
・ 卒論⽣が集計し企業へフィードバック（7⽉）
・ データー解析、論⽂執筆（12⽉まで）

NEW
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特定健診データ、レセプトデータの紐付けによる、更年期に特有の疾患
と予防のための⽣活習慣等を明らかにする
更年期特有の疾患︓更年期症状・⽉経異常（PMS等）・抑うつ症状・肥満（⾼脂
⾎症）・⾼⾎圧・⾻粗しょう症

21

特有疾患 処方薬

更年期症状 ホルモン補充療法（ＨＲ
Ｔ）

⽉経異常
（PMS等）

ピル

抑うつ症状 抗うつ薬

肥満⇒⾼脂⾎
症

脂質異常症治療薬

⾼⾎圧 降圧剤

⾻粗しょう症 骨吸収を抑制する薬
骨の形成を促進する薬
カルシウム製剤

特定健康診査質問票

付録

資料5



PECOssd（海外では睡眠と喫煙の横断研究がある）
P︓国⺠保健加⼊者（2012年1⽉〜2013年12⽉）で特定健診を受診した⼀般住⺠＊⼈
E︓睡眠で休養が⼗分にとれていない⼈
C︓睡眠で休養が⼗分にとれている⼈
O︓2017年12⽉までの更年期症状で受診（ を処⽅）
S︓A Retrospective cohort study
S : Cox回帰分析（ハザードモデル）
A: Age, BMI, 喫煙習慣

特定健診データ、レセプトデータの紐付けによる、更年期に特有の疾患
と予防のための⽣活習慣等を明らかにする
更年期特有の疾患︓更年期症状・⽉経異常（PMS等）・抑うつ症状・肥満（⾼脂
⾎症）・⾼⾎圧・⾻粗しょう症

RQ1:睡眠で休養が⼗分取れていない⼈は更年期症状を発症するか

22

RQ2:喫煙習慣（合計100本以上または6ヶ⽉以上の喫煙者）と更年期症状

RQ３:朝⾷⽋⾷（3回/w以上）がある⼈と更年期症状

RQ４:運動習慣（２回/w以上、30分以上/回）がある⼈と更年期症状

付録

資料5



目 的

地域住民コホートROADスタディの13年間の追跡

調査結果を解析して、骨粗鬆症検診への参加がそ

の後の骨粗鬆症発生率、骨折発生率、要介護発生

率や、死亡率の低下、QOLの維持増進に寄与して

いるかどうかを解明すること

資料6



直接聞き取り調査：400項目以上(身体状況、QOL、WOMAC等)

問診・診察（全身所見、局所所見、認知機能(MMSE)、BMD等）

単純レントゲン（膝、腰椎、股関節）

血液尿検査とゲノム解析用検体採取

都市型コホート（板橋区）

山村型コホート（日高川町）

漁村型コホート（太地町）

ベースライン
2005-2007

大規模住民コホートにおける骨関節疾患データベースの構築
（10年以上の前向き縦断研究）



各地域コホートの設定と参加者数

女性比(%)

65.6

63.1

66.5

65.1

コホート設定

2005-
2007

2005-
2006

2006-
2007

参加者数

1,350

864

826

3,040

平均年齢

76.6

68.9

61.4

70.3総数
資料6



ROADスタディ (2005-2019)
2005

2012

2015

ベースライン

第2回調査

第3回調査

第4回調査

2008 サルコフレイル MRI (Spine)

MRI
(Spine,Brain)

ロコモ度
テスト

詳細な問診、運動器、認知症、メタボの検査、ゲノム

2018 第5回調査

転居、
生死、

要介護への
移行を
チェック

2019.12/16検診終了
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ROADスタディ (2005-2019)

2005

2012

2015

ベースライン

第2回調査

第3回調査

第4回調査

2008 サルコフレイル MRI (Spine)

MRI
(Spine,Brain)

ロコモ度
テスト

詳細な問診、 ノム運動器、 認知症、メタボの検査、ゲ

2018 第5回調査

転居、
生死、

要介護への
移行を
チェック

3,040 subjects
(1,061 men, 1,979 women)

2,674 subjects
(901 men, 1,773 women)

2,566 subjects
(837 men,1,729 women)

2,893 subjects
(895 men, 1,998 women)

2,386 subjects
(768 men, 1,618women)

延べ参加者数13,559人（男性4,462人、女性9,097人）
総参加者数4,770人（男性1,612人、女性3,158人）

少なくとも2回以上参加3,614人（男性1,211人、女性2,483人）

資料6



ROADスタディ (2005-2019)

2005

2012

2015

第2回調査

ベースライン

第3回調査

第4回調査

2008 サルコフレイル MRI (Spine)

MRI
(Spine,Brain)

ロコモ度
テスト

詳細な問診、骨粗鬆症、認知症、メタボの検査、ゲノム

2018 第5回調査

転居、
生死、

要介護への
移行を
チェック

資料6



骨粗鬆症（L2-4 and/or Femoral neck)の有病率の比較：

Baseline (2005-6) と 4th survey (2015-6)（WHO criteria)

(%)

2.9
7.7

21.0

68.3

0.0 0.0 1.6

13.2

22.8

31.1

56.2

0.0

40.0

60.0

(%)
80.0

<40 40 50 60 70 80 +

Age (years)

4.7 3.2
0.0 0.0 0.0 1.7 0.0

4.3
7.1

4.8

14.814.6 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

<40 40 50 60 70 80 +

Age (years)

**
42.6

**: p < 0.01

女性の高齢者 (70歳以上）において骨粗鬆症の有病率は
有意に低下してきている(p<0.01)。

Men  
5.9→ 4.7%

Baseline
4th survey

Women  
26.9→ 24.4%
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骨粗鬆症（L2-4 and/or Femoral neck)の有病率の比較：

Baseline (2005-6) と 4th survey (2015-6)（WHO criteria)

(%)

68.3

0.0 0.0
2.9 1.6

56.2

0.0

40.0

60.0

(%)
80.0

<40 40 50 60 70 80 +

Age (years)

0.0 1.70.0 0.0 0.00.0

31.1

22.8
21.020.0 14.814.6 20.0

13.2
7.1

4.7 3.2 4.3 4.8 7.7

40.0

60.0

80.0

<40 40 50 60 70 80 +

Age (years)

**
42.6

**: p < 0.01

女性の高齢者 (70歳以上）において骨粗鬆症の有病率は
有意に低下してきている(p<0.01)。

Men  
5.87→ 4.72%

Baseline
4th survey

Women  
26.9→ 24.4%

性、年齢、地域、体格を補正したロジスティック回帰分析に
て 解析したところ、過去の検診参加回数は骨粗鬆症の有病には
影響を及ぼしていなかった。
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骨粗鬆症（L2-4 and/or Femoral neck)診断者における服薬
率の比較：Baseline (2005-6) と 4th survey (2015-6)

15.6
17.4

30.3

3.3

33.0

0

Total Men Women

Baseline

4th Survey

(%)  
35

30

25

20

15

10

5

0

******

***: p < 0.001
骨粗鬆症と判断されたものの服薬率は上がってきている。
（カルシウム、ビタミンD、ビスフォスフォネート、SERM)
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骨粗鬆症（L2-4 and/or Femoral neck)診断者における服薬
率の比較：Baseline (2005-6) と 4th survey (2015-6)

30.3
33.0

0

17.4
15.6

15

10

5 3.3

0

Total Men Women

Baseline

4th Survey

(%)  
35

30

25

******

***: p < 0.001
骨粗鬆症と判断されたものの服薬率は上がってきている。
（カルシウム、ビタミンD、ビスフォスフォネート、SERM)

20
性、年齢、地域、体格を補正したロジスティック回帰分析にて解
析したところ、過去の検診参加回数が多いほど、骨粗鬆症薬の服
薬リスクを有意に低下させていた（オッズ比 0.78,95%CI 0.70-
0.89, p<0.001)。
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まとめ
1. 地域住民コホートROADスタディの10年間の追
跡調査結果を解析した。

2. この10年間で骨粗鬆症の有病率は低下してき
ていることがわかった (高齢女性、p<0.01)

3. 骨粗鬆症の有病率に検診の参加回数は有意に
関連していなかった。

4. この10年間で骨粗鬆症の服薬率は有意に上昇
していた (p<0.001)

5. 骨粗鬆症検診の参加回数は服薬率に有意に影
響していた (p<0.001)
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2005

2012

2015

第2回調査

ベースライン

第3回調査

第4回調査

2008 サルコフレイル MRI (Spine)

MRI 
(Spine,Brain)

TSH, T4測
定

詳細な問診、運動器、認知症、メタボの検査、ゲノム

2018 第5回調査

転居、
生死、
要介護への
移行を
チェック

TSH, FT4測定
ROADスタディ第3回調査 山村漁村住民

1575人を対象

1,575 subjects
(513 men, 1,062women)
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TSH (µIU/ml)の平均値 性・年代別分布

年齢(歳) 年齢(歳)

総数1.99(SD,1.49)、 男性1.96(1.53)、女性2.01(1.48)、男女差なし
WomenMen

TSH 高値 (>4.00 µIU/ml) 総数6.9%, 男性6.6％、女性7.1%
TSH 低値 (<0.39 µIU/ml) 総数1,5%, 男性1.2%、女性1.6%
分布の男女差なし

総数1,542人、 男性502人、女性1,040人測定
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FT4 (ng/ml)の平均値の性・年代別分布

年齢(歳) 年齢(歳)

WomenMen
総数1.33(SD,0.24)、男性1.37(0.17)、女性1.31(0.26)、男性＞女性 (p<0.0001)

総数1,540人、 男性500人、女性1,040人測定

FT4 高値 >1.7 ng/ml) 総数 1.0%, 男性 1.2％、女性 1.0%
FT4 低値 < 0.8 ng/ml) 総数 0.2%, 男性 0.2%、女性 0.2%
分布の男女差なし
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甲状腺機能異常の有病率

年齢(歳) 年齢(歳)

WomenMen

甲状腺機能亢進症: TSH低値、FT4高値のいずれか
甲状腺機能低下症: TSH高値、FT4低値のいずれか と定義

甲状腺機能亢進症 2.3% (男性2.4%、女性2.3%)
甲状腺機能低下症 7.1% (男性6.8%、女性7.2%)
甲状腺機能異常 9.4% (男性9.2%、女性9.5%)
男女差なし
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2005

2012

2015

第2回調査

ベースライン

第3回調査

第4回調査

2008 サルコフレイル MRI (Spine)

MRI 
(Spine,Brain)

TSH, T4測
定

詳細な問診、運動器、認知症、メタボの検査、ゲノム

2018 第5回調査

転居、
生死、
要介護への
移行を
チェック

要介護発生率
ROADスタディ第3,5回調査

1,575 subjects
(513 men, 1,062women)

要介護フォロー 1,293 subjects
(395 men,898 women)
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要介護累積発生率 (65歳以上)

(%/yr)

年齢(歳)

(%/yr)

年齢(歳)

総数2.4%/yr、 男性1.7％/yr、女性2.8％/yr、男女差なし

WomenMen

資料7



要介護発生リスクとしての甲状腺機能異常
(65歳以上, n=625)

オッズ比
1

4.1
1.2

95%信頼区間
-

1.08-15.9

0.53-2.04

p-value

-

0.038*

0.638

Normal

Hyperthyroidism
Hypothyroidism

性、年齢、体格指数、地域を調整したロジスティック回帰分析にて推定
*: p<0.05
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